
鳥取県県土整備部 

地域の安全・安心を担う建設業の皆様へ 
 

１．適正な予定価格の算定 

○ 公共工事設計労務単価を引き上げ、土木工事 

積算基準を見直し、労務費や施工の実態を的確に

反映した予定価格を設定しています。 
 鳥取県の公共工事設計労務単価は、令和５年３月に全職種平均 

で４．４％引き上げられ、平成２４年度に比べて約５３．４％ 

上昇しました。 

【労務単価引上げの推移／対前年比率】 

Ｈ25年 Ｈ26年 Ｈ27年 Ｈ28年 Ｈ29年 Ｈ30年 Ｈ31 年 Ｒ２年 

11.5％ 6.6% 4.1% 3.6% 3.2％ 3.1％ 1.4％ 2.5% 

Ｒ３年 Ｒ４年 Ｒ５年 

０．８% ２．８% ４．４% 
 

２．技能労働者への適切な水準の賃金支払 

○ 適切な価格での下請契約を締結する等、技能 

労働者の適切な水準の賃金を確保してください。 
・ 公共工事設計労務単価（令和５年３月１０日以降適用） 

職 種 普通作業員 軽作業員 
運転手 

（特殊） 
とび工 鉄筋工 型わく工 

単 価 

（円/日） 
16,000 14,000 18,400 23,300 21,700 23,200 

 公共工事設計労務単価には、法定福利費（雇用保険、健康保険 

及び年金保険）の労働者負担分が含まれています。ただし、時間 

外等の割増賃金は含まれていません。 

 鳥取県では、賃金水準等の調査を実施し、下請業者へのしわ寄せ 

防止対策を強化しています。 

 

 



鳥取県県土整備部 

３．「下請契約等適正化指針」の遵守 

○ 県発注工事の生産性の向上、元請下請関係の

適正化、就労環境の改善と担い手の確保・育成を

目的とした指針を制定し、契約条件としてこの

遵守を求めています。 
 下請次数の制限 

建築一式工事（県発注区分の建築一般のみ）：３次まで、その他の工事：２次まで 

 すべての下請から社会保険等未加入業者を排除 
・社会保険等未加入業者との下請契約を禁止 

 下請は原則県内業者に限定 

 適正な価格での下請契約の確保（標準見積書の活用） 

 建設労働者の適切な賃金水準の確保 

 下請遵守事項報告書による契約内容の自己点検 など 
※ 指針は、建設工事に係る下請契約が適用の対象。ただし、警備（交通誘導）業務は、工事 

成績の評定時、標準見積書を活用した適正な価格での契約や下請遵守事項報告書の作成に 

よる自己点検状況の確認を行っている。 

４．建設工事の担い手確保・育成 

○ 若年人口の減少と高齢化による業界の担い手

不足に対して、県として、その確保・育成に関す

る支援等を行っています。 
 若者技能者等技術承継推進事業による人材育成の推進  

 未来人材育成基金を活用した大学生等の県内への就職定着促進 

 高校生のインターンシップを受け入れる建設会社等への助成 

 建設技術者のスキルアップを推進するため、土木施工管理技士

（１級・２級）、造園施工管理技士、技術士法における技術士の

資格取得等について助成 

 優良下請負業者、優良若手技術者の表彰を実施し、その意欲やさ

らなる技術力の向上を促進 

 誰もが働きやすい建設産業の実現に向け、「女性活躍推進シンポ

ジウム」の開催など、業界全体での先進事例の情報共有等 

 



公共工事設計労務単価（主要 10 職種）変動率 
 

鳥取県の公共工事設計労務単価は、全職種平均で平成２５年に１１．５％、平成２６年２月に６．６％、

平成２７年２月に４．１％、平成２８年２月に３．６％、平成２９年３月に３．２％、平成３０年３月に

３．１％、平成３１年３月に１．４％、令和２年３月に２．５％、令和３年３月に０．８％、令和４年３

月に２．８％、令和５年３月に４．４％引き上げられ、平成２４年度に比べ約５３．４％の上昇となりま

した。主要１０職種の引き上げ率は下表のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【公共工事設計労務単価とは？】 

・公共工事の予定価格の算出に用いる積算用の単価で、作業員やとび工など技能労働者５１職種に

ついて定めています。 

・各職種の通常の作業条件及び作業内容の労働（所定時間内）に対する単価で、時間外等の割増賃

金や作業内容を超えた特殊な労働に対する賃金は含まれていません。 

・労務単価の内訳は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

労務単価 ＝ １．基本給相当額 ＋ ２．基準内手当 ＋ ３．臨時の給与 ＋ ４．実物給与 

 １．基本給相当額 基本給（法定福利費本人負担分相当額を含む。）及び出来高給 

 ２．基準内手当  家族手当、通勤手当、住宅手当、技能手当など 

 ３．臨時の給与  賞与（ボーナス）など 

 ４．実物給与   通勤定期や食事の支給など 

注：法定福利費事業主負担分は、現場管理費に計上されています（労務単価には、法定福利費事業

主負担分は含まれていません。）。 

 

 

 

 

 

 

 

・新しい労務単価は、労務費調査により賃金の支払い実態を把握し、その結果を基に決定します。

よって、労務単価が適切な水準に維持されるためには、末端の下請企業の技能労働者に至るまで

持続可能性を確保できる水準の賃金が適切に支払われることが重要となります。 

【例】普通作業員（16，000 円／日、20 日／月勤務）の場合 

  月当たり 16,000(円/日)×20(日)＝320,000 円となり、これは上記枠内の１．～４．により 

算定した年収（3,840 千円）を 12 ヶ月で除したものに相当し、法定福利費（雇用保険、医療 

保険及び年金保険）の本人負担相当額(約１６％)が含まれています。 
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対H24.4比 対H25.4比 対H26.2比 対H27.2比 対H28.2比 対H29.3比 対H30.3比 対H31.3比 対R2.3比 対R3.3比 対R4.3比 上昇率

H24.4 対H24.4比

特殊 10.9% 3.9% 1.3% 5.6% 0.0% 2.9% 4.0% 1.6% 0.5% 5.4% 2.0%
作業員
普通 11.1% 4.2% 1.6% 8.7% 0.0% 2.9% 4.2% 1.4% 0.0% 3.3% 3.2%
作業員
軽 14.7% 3.7% 0.9% 6.1% 0.0% 3.3% 4.0% 1.5% 0.0% 0.0% 6.1%
作業員

12.0% 7.1% 5.0% 5.3% 3.0% 3.4% 0.5% 2.3% 0.0% 5.0% 1.7%

12.1% 7.2% 5.0% 5.3% 2.5% 3.0% 0.5% 2.4% 0.0% 0.0% 0.9%

運転手 10.9% 3.5% 1.4% 5.3% 0.0% 3.2% 4.3% 1.8% 0.0% 4.0% 2.2%
(特殊)
運転手 10.8% 4.9% 1.6% 6.1% 0.0% 2.9% 4.2% 1.3% 2.6% 5.2% 2.5%
(一般)
型わく 12.3% 7.3% 5.1% 5.4% 2.6% 3.0% 0.5% 2.4% 2.8% 0.0% 6.4%
工 

12.1% 7.2% 5.0% 5.3% 2.5% 3.0% 0.5% 2.4% 0.0% 0.0% 5.6%

12.0% 7.5% 5.3% 5.6% 2.6% 3.1% 0.5% 2.0% 0.0% 0.0% 4.9%

13,800 44.9%
15,300 15,900 16,100 17,000 17,000 18,200 18,60018,50017,500 20,00019,600

職　種

単　価　（円）

H25.4 H26.2 H27.2 H28.2 H29.3 H31.3 R3.3R2.3H30.3 R5.3R4.3

12,500 12,700 13,800 13,800 14,800 15,00015,000

9,500 47.4%
10,900 11,300 11,400 12,100 12,100 13,000 13,20013,200

10,800 48.1%
12,000 14,200

12,500

16,000

14,000

とび工       15,000 55.3%
16,800 18,000 18,900 19,900 20,500 21,300 21,80021,80021,200 23,300

鉄筋工       14,900 45.6%
16,700 17,900 18,800 19,800 20,300 21,000 21,50021,50020,900 21,700

12,900 42.6%
14,300 14,800 15,000 15,800 15,800 17,000 17,30017,30016,300 18,400

11,100 50.5%
12,300 12,900 13,100 13,900 13,900 14,900 15,50015,10014,300 16,700

14,600 58.9%
16,400 17,600 18,500 19,500 20,000 20,700 21,80020,600 21,200 23,200

52.1%

52.3%

20,600

21,000 21,50021,500

20,200 20,60015,900 17,100 18,000 19,000 19,500

22,700

21,600

20,900

20,100
左官 14,200

大工       14,900
16,700 17,900 18,800 19,800 20,300

15,500

13,200

22,900

21,500

18,000

16,300

21,800

21,500

20,600



まじめに働く職人が報われるために

みんなで、適切な賃金水準を確保！
社会保険等への加入を徹底！

【現状と課題】

近年、建設投資の大幅な減少に伴う競争激化のしわ寄せが、
労働者の賃金低下をもたらし、若年入職者が大きく減少

今、適切な対策を講じなければ、将来の建設産業の存続が危
惧される状況

適切な賃金水準の確保や社会保険等への加入徹底により、就労
環境を改善し、若年者の入職が進むような職場とする必要があります。

 適切な価格での下請契約を締結しましょう
 技能労働者への適切な水準の賃金支払を元請から下請に要請しましょう
 雇用する技能労働者の賃金水準を引き上げましょう

 法定福利費相当額（労働者負担分及び事業主負担分）を適切に含んだ下
請契約を締結しましょう

 労働者に法定福利費相当額を適切に含んだ賃金を支払い、社会保険に加
入させましょう

元請による下請への指導 （社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン）

 周知啓発や加入状況の定期把握、加入指導（２次以下を含む。）
 未加入企業を下請企業に選定しない取扱いとすべき

 新規入場者の受け入れに際し、適切な保険に加入させるよう下請企業を指導。加入が確
認できない作業員の現場入場を認めない取扱いとすべき

請負契約における法定福利費の確保 （標準見積書の活用）

 発注者に対し法定福利費を含む金額による契約締結を求めましょう

 専門工事業者に法定福利費が内訳明示された見積書の提示を求めるとともに、
提示された場合、これを尊重しましょう

 法定福利費が内訳明示された見積書を活用等して、元請に見積提出しましょう

元請

下請

技能労働者への適切な水準の賃金支払

社会保険等への加入徹底

 適切な賃金水準の確保、社会保険等への加入徹底の観点から、本県では公共工事設計労務単価を平成２５年
４月に１１．５％、平成２６年２月には６．６％、平成２７年２月には４．１％、平成２８年２月には３．６％、平成２９年
３月には３．２％、平成３０年３月には３．１％、平成３１年３月には１．４％、令和２年３月には２．５％、令和３年３
月には０．８％、令和４年３月には２．８％、令和５年３月には４．４％引き上げ、平成２４年度に比べ約５３．４％の
上昇となりました。

社会保険適用除外者（従業員が４人以下の個人事業主や一人親方）や適切な保険に加入して
いる作業員に対して、誤って社会保険等の加入を強制することのないように注意が必要

若者にとって働きがいのある建設業であるために

鳥取県県土整備部県土総務課

R5.3



 

鳥取県建設工事における下請契約等適正化指針 

 

（目的） 

第１条 鳥取県建設工事における下請契約等適正化指針（以下「指針」という。）は、鳥取県が発注する建設

工事（以下「県発注工事」という。）において、元請負人及び下請負人が遵守すべき事項を定めることによ

り、県発注工事の生産性向上、元請下請関係の適正化及び建設労働者の就労環境の改善を図るとともに、

担い手の育成及び確保を促進し、もって地域の安全・安心を担う建設産業の健全な発展に資することを目

的とする。 

 

（定義） 

第２条 この指針（別表２及び３を除く。）において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

(１) 元請負人  県発注工事を県から直接請け負った者をいう。 

(２) 下請注文者 県発注工事に係る全ての下請契約の注文者をいい、一の工事が数次の下請により行わ

れる場合は、元請負人及びこれに続く全ての下請契約の注文者をいう。 

(３) 下請負人  県発注工事に係る全ての下請契約の請負人をいい、一の工事が数次の下請により行わ

れる場合は、元請負人からその工事の一部を請け負った者及びこれに続く全ての下請

契約の請負人をいう。 

 

（県の責務） 

第３条 県は、第１条に定める目的の実現に向けて、公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成 17 年

法律第 18 号。以下「品確法」という。）をはじめとする関係法令等に基づく措置を適切に講じなければな

らない。 

   

（下請注文者及び下請負人並びに元請負人の責務） 

第４条 下請注文者及び下請負人並びに元請負人は、品確法第８条及び建設業法（昭和 24 年法律第 100

号）第 25 条の 27 の規定等を考慮して、建設産業における生産システム合理化指針（平成３年２月５日付

建設省経構発第２号）に示された就労環境・雇用条件等の改善及び適正な施工体制の確立を図るのに必要

な措置等のほか、次の各号に掲げる事項について真摯な対応に努めなければならない。 

(１) 自己の取引上の地位を不当に利用して、その注文した建設工事を施工するために通常必要と認めら

れる原価に満たない金額を請負代金の額とする請負契約を締結してはならないという建設業法第 19

条の３の規定の趣旨に沿って、各々の対等な立場における合意に基づき、担い手育成及び確保の観点

から、少なくとも当該下請契約に該当する部分の県の設計に計上された直接工事費相当額及びこれに

必要な法定福利費を確保するとともに、労働安全衛生の確保に必要な費用を含む間接工事費及び企業

の経営上必要となる費用を加えた金額が確保された請負契約を締結すること。 

(２) 使用する建設労働者の賃金について、公共工事設計労務単価を考慮した適切な水準を確保するこ

と。 

(３) 事業所として雇用保険、健康保険及び厚生年金保険（以下「社会保険等」という。）等の適切な保

険に加入し、保険料を適正に納付するだけではなく、施工現場に従事する全ての建設労働者について

も適切な保険に加入させること。 

(４) 長時間労働の縮減及び計画的な休暇取得の推進、育児又は介護のための休業制度の整備等、使用す

る建設労働者の仕事と家庭との両立が可能な環境及び制度を整えること。 

(５) 技術及び技能の向上により仕事に対する意欲及び充実感を高めるため、公的助成制度を活用する等

※ 様式「保険未加入者選定報告書」及び「下請契約遵守事項報告書」の押印は不要です。 



 

により研修又は訓練を実施し、若しくは表彰制度を整えること。 

(６) 元請負人は、請け負った県発注工事における全ての下請負人に対して、本文及び第１号から前号ま

でについて指導及び助言その他の援助を行うこと。 

 

（下請次数の制限） 

第５条 元請負人は、請け負った県発注工事の一部について下請契約を締結して施工しようとするときは、

その下請の次数を、建築一式工事（鳥取県の工事発注区分における建築一般に限る。以下同じ。）にあって

は３次まで、建築一式工事以外の建設工事にあっては２次までとしなければならない。ただし、特段の理

由があり、あらかじめ当該県発注工事を監督する県の監督員（以下「監督員」という。）の承認を受けた場

合は、この限りでない。 

２ 前項ただし書の規定による承認を受けようとする場合は、別表１に留意して協議書を作成し、これを監

督員に提出しなければならない。 

 

（下請負人の選定） 

第６条 下請注文者は、下請負人を選定するに当たっては、次の各号に規定する全てを満たす者の中から選

定しなければならない。 

 (１) 県発注工事の施工に関し、建設業法に違反する者ではないこと。 

(２) 鳥取県建設工事等入札参加資格者資格停止要綱（平成 20 年５月１日付第 200700191955 号鳥取県県

土整備部長通知。以下「資格停止要綱」という。）に基づく入札参加制限を受けている有資格者でな

いこと。 

(３)  下請注文者の直接契約締結する相手方は、社会保険等又は国民健康保険等の適切な保険に加

入している者（以下「保険加入者」という。）であること。ただし、元請負人を除く下請注文者

がやむを得ず保険加入者以外の者を直接契約する相手方に選定する場合は、元請負人は、契約

に先立って早期に適切な保険への加入手続を進めるよう指導するとともに、当該下請注文者か

ら事情を確認した上で「保険未加入者選定報告書」を次条第５号に定める期限内に県へ提出し

なければならない（この場合、社会保険等適用除外者に対する社会保険等への加入の指導又は

現場からの排除といった過誤がないよう、十分に注意すること。）。 

(４) 下請注文者（下請の数次が２次までの下請注文者に限る。）が契約締結する相手方は、県内に本店

を有する者（以下「県内業者」という。）であること。ただし、施工能力を有する県内業者が１社以

下であると元請人が判断する場合等、特段の理由があり、元請負人があらかじめ監督員の承認を受け

た場合は、県外に本店を有する者とすることができる。 

(５) 前号ただし書の規定による場合にあっても、県内に営業所を有し、当該営業所の存する地域の経済

振興又は雇用の確保に当たって貢献している者（以下「県外貢献業者」という。）であること（前号

の承認の際に、特段の理由があり県外貢献業者に限定しないことの承認を受けた場合を除く。）。 

２ 前条第２項の規定は、前項第４号ただし書の規定による承認に準用する。 

 

（下請契約の締結に当たっての遵守事項） 

第７条 下請注文者は、下請契約（変更契約を含む。以下同じ。）の締結に当たって、次の各号の規定を遵

守しなければならない。 

(１) 下請契約の請負代金の額の決定に当たっては、県が公表する鉄筋工、型枠工等専門工種の標準単価

又は労務価格を明示した工種別労務費一覧表を含む設計書（金入り）等を参照し、第４条第１号に規

定する金額が確保された請負契約の締結に向けて、契約の相手方としようとする者と対等な立場で十

分に協議すること。 



 

(２) 下請契約の請負代金の額の決定に当たっての見積は、建設業法第 20 条第１項の規定の趣旨を尊重

するとともに、下請注文者は下請負人に対して法定福利費を内訳明示した標準見積書の提出を書面に

より求め、提示された場合はこれを尊重するよう努めること。 

(３) 県発注工事に着手する前に、建設工事標準下請契約約款（平成 22 年７月 26 日中央建設業審議会決

定）又は同契約約款に準拠した内容を有する下請契約書に、元請負人にあっては別表２の条項を、元

請負人以外の下請注文者にあっては別表３の条項を追加して記載した書面により下請契約を締結する

こと。 

(４) 下請注文者は、下請契約締結前に「下請契約遵守事項報告書」により、その契約手続等の適否を確

認すること。 

(５) 元請負人は、県に対して、下請契約締結の日（元請負人を除く下請注文者の行った下請契約締結を

含む。）の翌日から起算して 20 日以内に建設業法第 24 条の７に規定する施工体制台帳及び施工体系

図の写し並びに同法施行規則第 14 条の２及び同規則第 14 条の４に規定する添付書類並びに別に県が

添付を求める書類及び前項に定める「下請契約遵守事項報告書」（元請負人を除く下請注文者分は写

し）を提出すること。 

 

（帳簿書類等の備付け） 

第８条 元請負人は県発注工事ごとに前条第５号で提出した書類等を現場に備え付け、次条第１項及び第４

項、その他必要に応じて実施する県の調査等に協力しなければならない。 

 

（確認、指示等） 

第９条 県は、この指針の適正な施行を確保するため、鳥取県建設工事施工体制調査・指導要領（平成 16 年

３月 11 日付管第 2313 号鳥取県県土整備部長通知）に基づく現場実態調査により、県発注工事の現場に立

入り、指針の施行状況を調査するものとする。 

２ 県は、元請負人に対してこの指針の遵守を求めるとともに、下請負人においてもこの指針の遵守が確保

されるよう、元請負人に対して、下請負人に対する指導、是正の要求その他の必要な措置を講ずるよう指

示するものとする。 

３ 下請負人は、元請負人から前項に規定する指導を受け、又は是正の要求その他必要な措置を講ずるよう

求められたときは、これに誠実に対応しなければならない。 

４ 県は、元請負人又は下請負人がこの指針に定める事項に違反し又は違反しているおそれがあり、県発注

工事の適正な施工の確保が困難となるおそれが生じた場合において、必要があると認められるときは、元

請負人又は下請負人の本店又は営業所その他工事の施工に関係のある場所に立入り、帳簿その他の物件の

調査を求めるものとする。 

 

附 則 

この指針は、平成 27 年４月１日以降に調達公告（調達公告を行わない工事にあっては、入札日の通知）

を行う建設工事から適用する。ただし、第６条第１項第３号の規定は、同年７月１日以降に調達公告（調達

公告を行わない工事にあっては、入札日の通知）を行う建設工事から適用する。 

 

  附 則 

（施行期日） 

１ この改正は、平成 27 年 11 月 20 日から施行する。 

（経過措置） 



 

２ 第６条第１項第３号の改正規定並びに様式第１号（第７条関係）中の№３の改正項目及び記入要領４の

改正規定は、平成 27 年 12 月 31 日までに調達公告（調達公告を行わない工事にあっては、入札日の通

知）を行う建設工事にあっては、なお従前の例による。 

附 則 

（施行期日） 

１ この改正は、平成 29 年３月 23 日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第５条第１項及び第６条第１項第３号の改正規定（ただし書を除く。）並びに様式第２号（第７条関

係）中の№３の改正項目は、平成 29 年９月 30 日までに調達公告（調達公告を行わない工事にあって

は、入札日の通知）を行う建設工事にあっては、なお従前の例による。 

附 則 

（施行期日） 

１ この改正は、令和５年４月１日から施行する。 

  



 

別表１（第５条関係） 下請制限除外に係る協議書作成要領 

 

 下請制限除外について協議するに当たっては、下記に留意すること。 

 当該協議書様式は、工事に関する協議書等取扱要領（平成 11 年 10 月５日付管第 435 号鳥取

県土木部長通知）に定める受注者発議用「工事に関する承諾・協議書」を活用して差し支えな

い。この場合は、「承諾協議事項」欄に下記２の記載事項を記載すること。 

 

１ 監督員との協議者 

  監督員に対する協議者は、元請負人に限る。例えば、２次下請業者を選定するに当たって

県外業者を選定しなければならない特段の理由がある場合は、１次下請業者は元請負人に協

議し、これを受けた元請負人が監督員に協議するものとする。 

 

２ 協議書記載事項 

 （１）協議事由 

     記載例：鳥取県建設工事における下請契約等適正化指針（第５条第１項・第６条第１項第４

号・第６条第１項第５号）に基づき、下請制限の除外（次数制限・県内業者優先選定・

県外貢献業者優先選定）を協議します。 

（２）協議理由 

    注意：下記３に留意して、客観的かつ具体的に協議理由を記載すること。 

 （３）下請工事の内容 

 （４）下請負人予定者 

 

３ 協議理由記載に当たっての留意事項 

該当条項 協議理由記載に当たっての留意事項 

第５条第１項 

（次数制限） 

１ 当該下請施工しようとする工事が、次数制限を超える重層下請による

方法でしか施工できない客観的かつ具体的な理由（施工能力を有する県内

業者が１社以下であると判断した理由を含む。）を記載すること。 

２ 制限次数内で並列的に下請を出す方法では施工できず、直列的な重層

下請による方法でしか施工できない等の理由を示すこと。 

＊ 次数制限の解除がやむを得ないと認められる場合の例としては、トン

ネル工事のような大規模なもので、県内業者では技術的に施工できない内

容の専門工事を１次下請として出す必要があり、当該下請工事の内容中に

当該工事を請け負った業者が技術的に施工できず、かつ、１次下請発注時

においては分離し難い内容の専門工事が含まれる場合で、２次下請におい

ても同様の事情が生じるもの等が考えられる。 

＊ なお、次の例のように、適正に施工管理を行っていれば回避すること

ができるようなものを理由とすることは認められない。 

・自社の手持ち工事量が多い。 

・契約中の下請負人の中に、当該工事について施工能力を有する者がな

い。 



 

第６条第１項第４号 

（県内業者優先） 

第６条第１項第５号 

（県外貢献業者優先） 

１ 下請施工しようとする当該工事に関して、県内業者・県外貢献業者に

施工させることができない客観的かつ具体的な理由を記載すること。 

２ 県内業者・県外貢献業者では技術的に施工できない特殊で専門的な工

事又は県内業者で施工できても工程的に間に合わない等の特段の理由を示

すこと。 



 

別表２（第７条関係） 

 

【１次下請用】 
（県発注工事を県から直接請け負った元請負人が下請契約を締結する場合用） 

 

 

（鳥取県建設工事における下請契約等適正化指針の遵守） 

第   条 元請負人及び下請負人は、この契約を履行するに当たり、鳥取県建設工事における下請契約等

適正化指針（以下「指針」という。）に規定する事項を互いに遵守しなければならない。 

 

２ 元請負人は、この契約により請け負った工事に関して、指針の規定に違反するとして、鳥取県から是正

の指示があった場合は、速やかに是正するものとする。 

 

３ 下請負人は、この契約により請け負った工事に関して、指針の規定に違反するとして、元請負人から指

導を受け、又は是正の要求その他必要な措置を講ずるよう求められた場合は、相互に協力の上、速やかに

是正等に応じるものとする。 

 

４ 元請負人及び下請負人は、この契約に係る工事に関して、鳥取県から指針第９条第１項及び第４項の規

定による立入調査を求められた場合は、本店又は営業所その他工事の施工に関係のある場所への立入り及

び帳簿その他の物件調査について、積極的に鳥取県に協力するものとする。 

 

５ 下請負人は、この契約を履行するに当たり、さらに下請契約を締結する場合においては、当該下請契約

の請負人に対しても指針に規定する事項を遵守させるため、指針別表３の条項の規定を下請契約書に明記

させる等の必要な措置を講じるものとする。 

 

 

【参考：別表２における元請負人及び下請負人の契約関係図】 

 

注：点線で囲まれた元請負人と下請負人との間での下請契約においてのみ、本書条項を追加してください。 

  これ以外の下請契約においては、別表３の追加条項を追加してください。 

  

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒

⇒

⇒

元請負人 下請負人

元請負人 下請負人

元請負人

発注者 元請業者 一次下請業者 二次下請業者 三次下請業者

元請負人 下請負人

追加条項上の呼称

通　　　称



 

別表３（第７条関係） 

 

【２次下請以下用】 
（下請負人が元請負人として下請契約を締結する場合用） 

 

 

（鳥取県建設工事における下請契約等適正化指針の遵守） 

第   条 元請負人及び下請負人は、この契約を履行するに当たり、鳥取県建設工事における下請契約等

適正化指針（以下「指針」という。）に規定する事項を互いに遵守しなければならない。 

 

２ 元請負人及び下請負人は、この契約により請け負った工事に関して、指針の規定に違反するとして、鳥

取県からこの契約の基となった県発注工事を直接請け負った元請負人（以下「直接請負人」という。）から

指導を受け、又は是正の要求その他必要な措置を講ずるよう求められた場合は、相互に協力の上、速やか

に是正等に応じるものとする。 

 

３ 元請負人及び下請負人は、この契約に係る工事に関して、鳥取県から指針第９条第１項及び第４項の規

定による立入調査を求められた場合は、本店又は営業所その他工事の施工に関係のある場所への立入り及

び帳簿その他の物件調査について、積極的に鳥取県及び直接請負人に協力するものとする。 

 

４ 下請負人は、この契約を履行するに当たり、さらに下請契約を締結する場合においては、当該下請契約

の請負人に対しても指針に規定する事項を遵守させるため、指針別表３の条項の規定を下請契約書に明記

させる等の必要な措置を講じるものとする。 

 

 

【参考：別表３における元請負人及び下請負人の契約関係図】 

 

注：上記表の通称欄の一次下請業者と二次下請業者間の下請契約（この場合、追加条項上の呼称欄では、一

次下請業者が元請負人に、二次下請業者が下請負人になる。）、又は二次下請業者と三次下請業者間の下請

契約など、元請業者と一次下請業者間の下請契約以外の下請契約において、本書条項を追加してください。 

  なお、追加条項上の直接請負人とは、通称欄の元請業者に該当します。 

  

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒

⇒

⇒元請負人 下請負人

元請負人

元請業者

直接請負人

通　　　称

追加条項上の呼称

発注者 一次下請業者 二次下請業者 三次下請業者

下請負人

元請負人 下請負人



 

様式第 1 号（第６条関係） 

報告書提出年月日 平成  年  月  日 

報告書作成年月日 平成  年  月  日 

 

 

保 険 未 加 入 者 選 定 報 告 書 

   

（報告書作成者：県と直接契約関係にある元請負人）     

       商号又は名称 

代表者氏名                     印 

 

保険未加入者の商号又は名称： 

 

１ 保険未加入者を選定した具

体的な理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 当該保険未加入者に対する

保険加入指導状況 

 

 

 

 

 

 

 

・保険加入指導を行った日（  年  月  日） 

・保険未加入者に行った加入指導の内容 

 

 

 

 

 

・保険未加入者の保険加入手続完了時期（見込み） 

 （  年  月  日） 

３ 当該保険未加入業者が加入

指導後も保険加入できない場

合の理由 

 

 

 

具体の理由を詳細に記載すること 

 

 

 

 

 

  



 

様式第２号（第７条関係） 

報告書提出年月日 平成  年  月  日 

報告書作成年月日 平成  年  月  日 

 

 

下 請 契 約 遵 守 事 項 報 告 書 

   

（報告書作成者：当該下請工事における下請注文者）     

       商号又は名称 

代表者氏名                     印 

 

下請負人の商号又は名称： 

№ 項  目 はい いいえ 
「いいえ」 

の理由 

１ 
下請契約の締結に当たり、指針第４条第１号に規定する金額

が確保されるよう努めた。 
  － 

２  指針第５条第１項（次数制限）に違反する下請契約ではない。   － 

３ 
指針第６条第１項第３号（保険未加入者との下請契約締結制

限）に違反する下請契約ではない。 
   

４ 
指針第６条第１項第４号（県内業者優先）及び第５号（貢献県

外業者優先）に違反する下請契約ではない。 
  － 

５ 

指針第７条第１号の規定に基づき、県が公表する鉄筋工、型

枠工等専門工種の標準単価又は労務価格を明示した工種別労務

費一覧表を含む設計書（金入り）等を参照し、適正な価格での契

約に向けて、契約の相手方としようとする者と対等な立場で十

分に協議した。 

  － 

６ 

指針第７条第２号の規定に基づき、下請予定者に対して、法

定福利費の内訳を明示した標準見積書の提出を書面により依頼

し、標準見積書が提示された場合はこれを尊重した。 

   

７ 

指針第７条第３号の規定に基づき、建設工事標準下請契約約

款又は同契約約款に準拠した内容を有する下請契約書に、指針

別表２又は３に掲げる条項を追加して記載することとしてい

る。 

  － 

 



 

〔記入要領〕 

１ 下請注文者は、当該県発注工事に係る全ての下請契約締結前に、その手続等の適否について、上記項

目により確認すること。 

２ 確認項目中、「いいえ」の項目があった場合は、契約の締結前に改善すること。 

３ 確認項目№２及び４について、元請負人が監督員から特段の理由がある場合の承認を受けている場合

は「はい」とすること。 

４ 確認項目№３及び６について、「いいえ」となることが認められるためには、№３においては２次以

下の下請契約をやむを得ず保険加入者以外の者と締結する場合、№６においては標準見積書の作成を

依頼しているにも関わらず下請負人が作成しない場合など、合理的な理由が必要である。 

５ 元請負人が下請契約を締結したときは、下請契約締結の日の翌日から起算して２０日以内に施工体制

台帳等の写し及びこれの添付書類とともに本書を県に提出すること。 

  また、元請負人以外の下請注文者が下請負契約を締結したときは、元請負人に対して遅滞なく再下請

負通知書及びこれの添付書類とともに本書を提出し、それを受けた元請負人は、その写し等を当該下

請契約締結の日の翌日から起算して２０日以内に県に提出すること。 

６ １から５の要領は、変更契約時も同様とする。 



下請業者へのしわ寄せ防止について 
 

 

 

１ 不適切な事例について 

 

例年、本県では下請取引に係る調査を行っているところですが、依然として下請業者へのしわ寄

せ行為等が後を絶たない実態が把握されています。県としても、不適切な契約等に対しては引き続

き厳正に指導を行ってまいりますが、貴社におかれましても、法令や各種ルールの遵守状況につい

て今一度点検の上、法令遵守の徹底に努めていただくよう改めてお願いします。 

 

 ※ 近年の県調査で把握したしわ寄せ行為の主な例 

項   目 具  体  的  内  容 

法定福利費の内訳明示 ○ 見積書（契約書）に法定福利費の内訳が明示されず、全体金額に含

まれている（建設業法第１９条の３）。 

○ 法定福利費の内訳明示した見積書が提出されたが、明確な根拠なく

減額した（建設業法第１９条の３）。 

下請代金の支払遅延 ○ 県から工事完成後における支払いを受けたにもかかわらず、下請負

人に対して下請代金を１か月以内に支払っていない（建設業法第２４

条の３）。 

○ 特定建設業者の場合で、下請負人への支払いが、下請負人からの引

渡申出があった日から起算して５０日を超えている（建設業法第２４

条の６）。 

赤伝処理 

 

○ 下請負人との合意を得ることなく、下請代金の振込手数料を差し引

いている（建設業法第１９条の３）。 

○ 元請・下請双方の合意のもと行っているが、見積書・契約書に差し 

引く旨の明示をしていない（建設業法第１９条、２０条第３項）。 

 
 
２ 建設工事関係者への配慮 
 
  持続可能な建設業の健全な発展のため、建設工事の施工に伴って取引が生じる建設工事以外の委
託業務等においても、資材業者や建設機械又は仮設機材の賃貸業者、警備業者及び運送事業者等に
対して、適切な価格による契約と法定福利費の支払いの徹底をはじめ、各業界の適切な賃金水準の
確保に資するための取組について、建設工事施工業者と同様の配慮に努めてください。 

 



建設工事に係る下請契約等の調査について 

 

１ 目的・概要 

鳥取県では、建設業法の遵守、下請へのしわ寄せ防止、適正な元請・下請関係の構築を目的とし

て、工事施工中においては施工体制台帳や施工体系図（※）の提出を求め、施工現場実態調査員に

よる施工現場への立入調査、工事施工後の建設工事下請取引等点検事業によるアンケート調査を行

っており、今年度からは、左記アンケート調査の前年度結果を踏まえた立入検査を実施することと

しています。 

また、適切な賃金水準の確保及び社会保険等への加入の徹底といった就労環境改善・担い手確保

に向けて下請契約の内容を分析し、必要に応じて立入調査を行う取組を行っています。 

 

 立入調査の目的について御承知いただき、県担当者から連絡があった場合には調査に御協力く 

ださるようお願いします。 

 

※ 建設工事に係る全ての下請契約について施工体制台帳及び施工体系図を作成し、現場に設置等

するとともに県へ２０日以内に提出する必要があります。併せて、鳥取県建設工事における下請

取引等適正化指針に基づき、下請契約遵守事項報告書の提出が必要です（書類提出については、

「とっとり電子申請サービス」を利用して電子ファイルでの送信が可能）。 

  ＊ 警備業務は建設工事ではありませんが、契約上、施工体制台帳と施工体系図の作成を同様に 

求めています。なお、この場合、下請契約遵守事項報告書の提出は不要ですが、工事成績評定  

時にこの作成状況を確認、評価していますのでご留意ください。 

 

２ 立入検査等の方法 

通常２～４名の職員が事務所にお伺いし、見積依頼書や契約書の作成状況、代金の支払状況等に

ついて確認します。 

  【準備いただく主な書類】 ＊ 準備書類の詳細は、調査実施通知書にてお示しします。 

ア 見積依頼書及び見積書（当初～最終） 

イ 契約書又は注文書、注文請書（当初及び変更契約） 

ウ 下請業者からの請求書（前払金～完成払） 

エ 下請業者への支払状況、支払日が確認できるもの（支払伝票、銀行振込通知書等） 

オ 施工体制台帳及び施工体系図 

カ 出勤簿、賃金台帳          など 

 

３ 日頃の取引において注意していただく主な点 

○ 建設業者に下請工事を出す場合は、予め下請業者に対して下請契約の内容や見積期間を定めた

見積依頼を書面で行うこと。また、下請業者に対して法定福利費を内訳明示した標準見積書の提

示を求め、これが下請業者から提示された場合には尊重するように努めること 

○ 下請契約の金額は元請業者が一方的に決定せず、県が公表する設計書（金入り）等を参考に適

正な金額を確保すること 

○ 下請契約の締結は、原則工事請負契約書で行うこととし、契約書を交わさない場合でも、基本

契約約款を添付した注文書・請書の交換等を行うこと 

○ 追加・変更契約を行う場合でも、事前に変更見積依頼を書面で行うこと 

○ 検査・引渡しについては、検査を速やかに完了し、引渡しを受けること 

○ 請負代金の支払について、発注者から支払いを受けた元請業者は、下請業者に対して下請代金

を１か月以内に速やかに支払うこと。 

 

４ 不適切な事例が見つかった場合の対応 

立入調査で見つかった不適切な事例の内容によって、口頭指導、文書指導、是正状況報告依頼等

の指導を行います。これらの指導を受けたとしても、直ちに資格停止といった措置等を行うことは

ありません。 

ただし、複数回の指導を受けても従わない又は改善がみられない場合、並びに虚偽等の悪質な法

令違反があったと認められた場合などは、内容に応じた処分や措置を行う可能性があります。 



鳥取県建設キャリアアップシステム活用推奨工事を実施します！ 
令和５年３月 県土総務課 

 

 

 

 

１ 建設キャリアアップシステムとは  

○ 建設業界においては、担い手の不足が大きな課題となっています。 

○ 担い手の不足を解消には建設労働者の処遇改善が急務です。 

○ 建設労働者の能力を評価し処遇改善を図るために導入されたのが「建設キャリアアップシステム

（ＣＣＵＳ）」です。 

○ ＣＣＵＳを活用し建退共など様々な事務の電子化や簡素化の取り組みが進んでいます。 

２ 建設キャリアアップシステムの活用促進について  

○ 国は令和５年度からの建退共のＣＣＵＳへの完全移行とそれに連動したあらゆる工事における

ＣＣＵＳの完全実施を検討中です。 

○ 過去の就業実績をＣＣＵＳに反映させるためには、令和６年度末までの登録が必要です。 

○ 建設労働者が登録するためには、まずは雇用している会社の事業者登録が必要です。 

〇 担い手の確保を図るためにも、登録の遅れにより建設労働者のメリットが減少しないよう、県と

しても企業と労働者がともに早期登録を図るための支援を行います。 

３ 鳥取県建設キャリアアップシステム活用推奨工事（受注者希望型）とは  

○ 受注者がＣＣＵＳを利用する場合で、受注者が求めた場合、当該現場で使用するカードリーダー

の購入経費を発注者が支援するものです。 

◆対象機器 

 カードリーダー（顔認証型のカードリーダー等を含む） 

 ※リースの場合のリース料、カードリーダー以外の機器（パソコン、タブレット）、通信費は対

象外です。 

 

◆条件 

・契約締結日の１か月前から現場での就業履歴の蓄積開始までの間に新規に購入したものを対象

とします。 

・１現場当たり１台を対象とします。 

 

◆支援額 

 ＯＳがＷｉｎｄｏｗｓの場合は１万円（税抜き）、ｉＯＳの場合は３万円（税抜き）を上限とし

ます。 

 

◆支援までの流れ 

 ①ＣＣＵＳ活用工事として経費支援を求める旨を、工事着手までに工事打合せ簿により発注者

に協議 

 ②ＣＣＵＳに対象工事の現場に係る情報を登録。就業履歴蓄積のためのカードリーダーを現場

事務所等に設置し、就業履歴の蓄積を行う。 

 ③就業履歴の蓄積を開始した月の翌月１０日までに以下の書類を発注者へ提出。 

  ・購入を証する領収書等（１台当たりの支出実績が確認できるもの） 

  ・カードリーダーの設置状況が分かるもの 

  ・ＣＣＵＳ出力帳票など就業履歴数の実績が確認できるもの。 

 

※就業履歴は１回蓄積されていればよい。受注者（元請負者）、下請負者のどちらの就業履歴の蓄

積でもＯＫです。 

○ 実施期間は令和４年４月１日から令和６年３月３１日までの限定的な措置です。 

○ 実施期間内に県土整備部が調達公告等を行うすべての工事を対象としますが、災害復旧工事及び

受託工事は対象外とします。 

○ 「鳥取県建設キャリアアップシステム活用推奨工事（受注者希望型）実施要領」に基づいて実施

します。 

令和４年４月から、県土整備部（各総合事務所県土整備局を含む。）が発注する工事

において、受注者が「建設キャリアアップシステム」を活用した場合に、受注者の求め

に応じて現場経費の一部を発注者が支援する「鳥取県建設キャリアアップシステム活

用推奨工事（受注者希望型）」を実施します。 

 



一般財団法人 建設業振興基金 〒105-0001 東京都港区虎ノ門4丁目2番12号  虎ノ門4丁目ＭＴビル2号館
詳しくは建設キャリアアップシステムのホームページをご覧ください。

技能者一人ひとりの

「技能」と「経験」を
しっかりと「認め」「育てる」仕組みです

建設業の魅力向上にむけて

❶
point

❷
point

❸
point

技能者の
処遇改善

明確な
キャリアパス

施工能力の
見える化

● カードをタッチしたりモバイル
を使って、就業履歴を蓄積。

● 技能者の賃金アップなど、能力
や経験の蓄積を反映した処遇
の改善につなげます。

● 技能者の「技能」と「経験」を４種
類のレベル分けで評価。

● 業界共通の仕組みで、レベル
アップが見通せて、若い人たちに
選ばれる産業を目指します。

● 優秀な技能者を育てる事業者
として施工能力のアピール。

● 仕事の増大につながります。

● 「人材を大事にする企業」であ
ることをPR。

● 担い手の確保につながります。

技能者を評価する枠組み
事業者の施工能力の見える化を
進める枠組み
●所属する技能者の人数・評価。
●施工実績、建機の保有状況。 
●コンプライアンス、社会保険加入状況などで評価。

●評価基準に合わせて4種類に色分けされた
　（白　  青　  銀　  金）カードを交付して評価。

詳しくは
こちら

建設業の今とこれからをみんなで支える
21-1101

概要編

建設キャリアアップシステム
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h t tps : / /www.ccus . j p /申請方法や最新情報のチェックはこちらから建設キャリアアップシステムHP

就業履歴の蓄積にはシステムへの登録が必要です

建設キャリアアップシステムは、２０２３年度を目標に、
あらゆる工事での完全実施に向けて取り組みを加速しています！

カードのレベルアップ
によって処遇改善に
つながります

若い人たちは
明確な目標で

モチベーションアップ

仕事の記録を貯めて
実力を証明

将来的には
カード1枚で資格証の

持参が不要

CCUSと建退共連携のしくみ電子申請により、
掛金の納付がより確実に

実施されます。

元請、下請事業者の
事務作業が大幅に

軽減します。

電子建退共CCUS

作成ツール

就業履歴 退職金

就業履歴

ダウンロード

現場でカードを「ピッ！」

就労状況

アップロード

技能者
ピッ!

事業者のメリット技能者のメリット
技能者を育てると

施工能力評価がアップし、
仕事が増大

現場管理事務の
省力化

担い手となる
若い人にアピール

できる

公共工事の入札で
評価アップ

CCUSの利用料金には、「技能者登録料」、「事業者登録料」、運用時に
事業者にお支払いいただく「管理者ID利用料」、「現場利用料」があります。

「ピッ！」とカードをタッチすると、
建退共で退職金の掛金320円が
積み立てられます。

システムへの登録 現場の登録と就業履歴の蓄積

登録の代行申請をおすすめします！

●●●●●

●●●●●

ピッ!

●代行申請により、技能者本人から同意を得た事業者が、技能者の登録申請を行えます。
　また同様に、同意を得た事業者が他事業者の代行申請も可能です。
●身近な行政書士による代行申請が令和4年2月から可能となります。
　また、窓口登録（認定登録機関）も全国200箇所以上で可能となっています。

技能者情報のイメージ

ID
氏名
生年月日

保有資格
登録基幹技能者
技能講習
特別教育
社会保険加入状況

型枠
玉掛け
ロープ高所作業

2016.06.20
2008.05.21
2005.11.09

退職金共済
健保
年金
雇用

◯
◯
◯

建退共協会健保
厚生年金

◯

123456789012
建設 太郎
S55  1980/07/28

キャリアアップ
システム

事業者情報

技能者情報
就業履歴情報

IDとパスワードで
ログイン

●登録はインターネットや
窓口で申請が可能です。

●現場に設置されたカードリー
ダーなどでカードを読み取り、
就業履歴を蓄積します。

●情報を閲覧画面でチェック
したり、帳票の出力ができ
ます。

技能者にカードが
交付されます

●元請・下請が協力して施工体制や作業員名簿を登録します。
　（作業員名簿の登録は、技能者のレベル評価に必須です）
●元請が現場を登録しカードリーダー等を設置します。

事業者

技能者

●●●●●



区 分 補助金の名称 概 要 補 助 対 象 等

魅

力

発

信

インターンシッ
プ研修受入企
業支援事業

県内土木建設業への就業意欲向
上のため、高校生の「実習、体験学
習」や「学外実習」を受け入れた建設
関係企業へ受入に伴う経費の一部
を支援します。
※ 県が事前に受入可能企業を照
会し、各高校に情報提供します。

【補助対象者】 土木建設業者、建設コンサ
ルタント業者

【支援内容】 ９，０００円/日
【申請期限】 研修実施の２０日前まで
（問合せ先：県土総務課 0857-26-7347）

鳥取県建設業
魅力発信事業

若者や女性に建設業に興味・関心
を持ってもらうためのイベントを開催
するなど、建設業の魅力発信や人材
確保に意欲のある企業・団体の行う
取組に対して経費の一部を支援しま
す。
（取組の例）
出前講座、若者や女性に興味・関心
を持ってもらうためのイベントやシンポ
ジウムの開催、新聞、ＰＲ冊子、カレン
ダー等による広報

【補助対象者】 建設業者、建設コンサルタ
ント、建設業団体等

【支援内容】

広告宣伝費、印刷製本費、委託費、会場借上
げ代、参加者送迎のためのバスの借上料、講師
謝金、人件費、資機材費等の経費の１／２
【申請期限】 事業実施の３０日前まで
（問合せ先：県土総務課 0857-26-7347）

資

格

取

得

鳥取県建設労
働者等スキル
アップ事業

事業者に所属する建設労働者が、
１級又は２級土木施工管理技士、造
園施工管理技士、技術士法における
技術士の資格を取得するために民
間研修を受講する際、その受講料の
一部を支援します。

【補助対象者】 建設業者
【支援内容】

民間企業等が実施する土木施工管理技士資
格取得のための研修（通信教育、インターネット
等による受講は除く。但し、従来対面方式により
実施している資格取得研修のうち、当該研修が
新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため映
像通信講座等に切り替えて実施されるものは対
象。）の受講料について、受講者１名当たり３０千
円／年まで
※１ 受講料以外の経費は、補助対象外です。
※２ １事業者３名分まで、１名当たり毎年度１
回、通算２回まで

【対象となる労働者】
満４０歳（年度当初時点）以下の方
【申請期限等】 令和５年６月頃～（予定）
（問合せ先：県土総務課 0857-26-7347）

鳥取県建設労
働者スキル
アップ研修フォ
ロー事業

事業者に所属する建設労働者が１
級及び２級土木施工管理技士資格
を取得するために、県が実施する研
修を受講する際、その研修期間中、
受講者の業務をフォローする者の人
件費の一部を支援します。

【補助対象者】 建設業者
【支援内容】

１事業者当たり、研修受講者数にかかわらず、
１０千円／日×研修受講日数を上限
【対象となる労働者】

対象研修を受ける方が満４０歳（年度当初時
点）以下の方
【申請期限等】

対象研修の日程が決まり次第公表します。
（問合せ先：県土総務課 0857-26-7347）

※ 対象の研修 技術企画課 0857-26-7499

鳥取県県土整備部県土総務課

令和５年度 鳥取県県土整備部補助事業

建設関係企業の「担い手確保・育成」の取組を応援します！！

★県ホームページ（とりネット）で補助金交付要綱等を確認できます★
http://www.pref.tottori.lg.jp/247327.htm

◆ 県内建設業の年齢別就業者数は、５５歳以上が４０％以上、２９歳以下が１０％未満となってお
り、若年人口の減少と団塊世代の引退により、近い将来の担い手不足が懸念されています。

◆ 鳥取県では、建設業の皆様が行う担い手の確保・育成の取組について、以下４つの支援メニュー
でバックアップします。ご活用をお待ちしています。 ※ いずれも予算の範囲内で交付決定します。

http://www.pref.tottori.lg.jp/247327.htm

